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合　併合　併

前
回
ま
で
は
、「
な
ぜ
今
、
合
併
な

の
か
？
」
道
州
制
や
今
後
の
環
境
の

変
化
を
見
据
え
た
合
併
の
必
要
性
と
、

市
長
と
語
る
市
民
懇
談
会
で
み
な
さ

ん
か
ら
い
た
だ
い
た
、
ご
意
見
の
概

要
を
お
知
ら
せ
し
て
き
ま
し
た
。

今
回
か
ら
は
、
懇
談
会
の
中
で
寄
せ

ら
れ
た
ご
意
見
に
対
し
、
現
在
お
答
え

で
き
る
範
囲
の
内
容
つ
い
て
、
順
次
説

明
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

そ
こ
で
今
回
は
、
１
市
６
町
の
現
況

と
財
政
状
況
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま

す
。
ま
ず
は
、
環
境(

人
口
減
少
・
財

政
状
況)

の
変
化
に
つ
い
て
、
も
う
一

度
説
明
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化
の
進
展

日
本
の
人
口
は
平
成
19
年
を
ピ
ー

ク
と
し
て
年
々
減
少
を
続
け
、
平
成

26
年
に
は
、
総
人
口
に
対
す
る
老
年

人
口
の
比
率
が
25
％
を
超
え
、
平
成

45
年
に
は
30
％
と
い
っ
た
超
高
齢
化

社
会
に
突
入
す
る
と
言
わ
れ
て
い
ま

す
。こ

の
人
口
予
測
か
ら
言
え
る
の
は
、

福
祉
等
に
お
け
る
行
政
需
要
が
拡
大

す
る
一
方
で
、
税
収
等
の
減
少
が
見

込
ま
れ
る
の
で
、
今
ま
で
の
よ
う
な

行
政
手
法
で
は
無
理
が
生
じ
て
く
る

と
い
う
こ
と
で
す
。

１
市
６
町
の
老
年
人
口
比
率(

※
下
図

参
照)

は
、
平
成
42
年
に
お
い
て
、
２
５．

６
％
と
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。

財
政
状
況
の
変
化

市
の
財
政
状
況
は
、
先
月
号
で
お

知
ら
せ
し
た
と
お
り
年
々
厳
し
く
な

っ
て
い
ま
す
。
毎
年
必
要
な
経
費
の

支
出
割
合
を
示
す
経
常
収
支
比
率(

※
11

ペ
ー
ジ
図
参
照)

は
90
％
を
超
え
、
今
後
は
、

老
年
人
口
の
増
加
で
、
義
務
的
経
費

で
あ
る
扶
助
費
が
増
加
す
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
、
当
市
の
財
政
状
況
は
ま

す
ま
す
厳
し
い
状
況
が
続
く
も
の
と

思
わ
れ
ま
す
。

ま
た
、
国
の
三
位
一
体
の
改
革
や

県
の
財
政
危
機
回
避
の
た
め
の
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
受
け
、
国
庫
・
県
支
出
金

や
地
方
交
付
金
も
年
々
減
少
す
る
こ

と
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

な
ぜ
合
併
な
の
か

今
回
の
市
町
合
併
は
、
こ
の
よ
う

な
人
口
減
少
、
少
子
高
齢
化
、
地
方

分
権
に
よ
る
財
政
状
況
の
変
化
が
急

速
に
進
む
中
で
、
住
民
の
み
な
さ
ん

が
こ
れ
か
ら
も
充
実
し
た
福
祉
や
教

育
な
ど
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
ら

れ
る
よ
う
に
、
市
町
の
基
礎
体
力
を

高
め
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

シ
リ
ー
ズ

「
道
州
制
と
１
市
６
町
合
併
」

■図　１市６町の現況(人口推移)
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＊平成７年・平成17年は、国勢調査による数値
＊平成42年は、国立社会保障・人口問題研究所
「日本の市区町村別将来人口(平成15年推計)」による数値
＊老年人口増加率は、平成17年と平成42年を比較した数値

※生産年齢人口・・・・・15～64歳の人口
老年人口・・・・・・・65歳以上の人口
老年人口比率・・・・・老年人口÷総人口
老年人口指数・・・・・老年人口÷生産年齢人口

１市６町の財政状況は？(主な財政指標で見てみましょう)
■表の見方

■①財政規模の金額は、平成18年度決算額の歳出額を計上しています。
■②財政力指数と④実質公債費比率は、平成16～18年度の平均値です。
■③経常収支比率は、平成18年度決算額で算出しています。
■⑤～⑩の住民１人当たりの金額は、平成18年度決算額を平成17年10月１
日実施の国勢調査人口で割ったものです。
■⑥地方交付税は、普通交付税と特別交付税の合計額です。
■⑨地方債現在高は、地方債の普通会計負担分の金額です。
■⑩積立金現在高には、財政調整基金、減債基金、その他特別な目的のため
に積み立てている基金が含まれています。
※財政指標用語については、次ページを参照してください。

①財政規模 (億円)

②財政力指数
③経常収支比率 (％)

④実質公債費比率 (％)

↓住民１人当たりの額
⑤市町税 (円)

⑥地方交付税 (円)

⑦歳入計 (円)

⑧歳出計 (円)

⑨地方債現在高 (円)

⑩積立金現在高 (円)

市
　
町
　
名

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

344 
0.59 
90.6 
15.6 

131,424
90,936
425,007
416,119
435,248
110,821

長
浜
市

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

24 
0.28 
92.9 
21.9 

97,293
271,779
537,535
523,339
740,290
270,969

西
浅
井
町

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

29 
0.20 
97.0 
20.4 

76,698
377,851
756,120
732,993
886,528
227,998

余
呉
町

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

54 
0.34 
93.4 
17.4 

95,999
208,183
679,435
632,657
712,122
288,469

木
之
本
町

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

45 
0.85 
76.5 
13.2 

250,376
59,645
450,670
434,901
566,065
85,766

高
月
町

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

43 
0.46 
86.6 
17.8 

111,987
128,410
509,395
486,712
549,947
97,321

湖
北
町

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

29 
0.35 
99.2 
17.4 

103,408
234,279
534,379
527,079
731,977
248,410

虎
姫
町

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

568 
0.52 
90.0 
―

138,595
121,272
486,266
456,502
512,054
135,762

１
市
６
町
計

平成17年から平成42年の老年人口増加率は、
１市６町計で見ると20.8％で、およそ5,600人
増加する見込みです。また、平成42年の老年人
口指数は0.42になり、平成17年には３人弱で65
歳以上の方１人を支えていたものが、２人強で１
人を支えていくことになります。その分、福祉等
にかかる社会的負担が増えることになり、財政状
況はますます厳しくなることが予測できます。


